
中東情勢の変化を受けた
スライド条項適用について

建設管理課 建設DX担当



工事の契約期間中に「賃金水準（作業員等の労働単価など）」や「物価水準（資材価格など）」が変動したことによって、当初の「請負

代金額（契約金額）」が不適当となった場合に、受注者（工事を請け負った企業）からの請求によって、契約金額の変更（増額または

減額）を可能とする制度です。

スライド条項

スライド条項とは

[事象] 賃金・物価の変動（工事期間中）
↓

[結果] 当初の契約金額が実態に合わなくなる
↓

[対応] 受注者の請求により 契約金額を変更（増・減）



物価や賃金の変動リスクを発注者と受注者で適切に分担し、
「適正な契約金額の維持」と「円滑な工事の完成」を図るため。

スライド条項

なぜ、スライドを行うのか

適正な価格の維持 ： 予期せぬ物価・賃金の変動に対し、契約金額を実態に合わせて見直す

リスクの適切な分担 ： 変動による負担を受注者（企業）だけに負わせず、発注者と公平に分担する

工事の円滑な完成 ： 企業の経営圧迫を防ぎ、工事の「品質確保」と「円滑な完了」を保証する

スライド条項の目的



スライド条項の種類

1. 全体スライド （徳島県公共工事標準請負契約約款 第26条第1項～第4項）

2. 単品スライド （徳島県公共工事標準請負契約約款 第26条第5項）

3. インフレスライド （徳島県公共工事標準請負契約約款 第26条第6項）

変動の要因 ： 国内の経済状況の変化に伴う、工事全体の「賃金水準」や「物価水準」の変動

適用条件  ： 契約締結日から12ケ月が経過していること

    変動額が残工事金額の1％を超えること

変動の要因 ： 特別な要因（原油高騰や為替変動など）による、

    特定の主要材料（鋼材・燃料油等）の著しい価格変動

適用条件  ： 対象資材の価格変動額が、対象工事費の「1%」を超えること

    1%を超えた超過分を発注者が負担する

変動の要因 ： 予期できない急激なインフレーション（急激かつ大幅な物価・賃金の上昇）

適用条件  ： 基準日（請求日等）からの残りの工期が「2ヶ月以上」あること

    変動額が残工事代金額の1%を超えること

本日はこちらを
説明します



単品スライドの概略フロー

単品スライド請求受注者

発注者 金額の比較

※品目毎の合計金額で比較

①実勢価格に基づく変動後の金額

②実際の購入金額

※安価となる品目を採用

発注者
品目毎に1%を

超えるか確認

※1％を超えない品目は対象外

発注者 スライド額を算定

→ 変更契約へ

※1.現場に搬入された月の物価資料価格

※1



購入金額の確認フロー
（参考資料）国：単品スライド条項の

運用に関する説明資料

2社以上の見積り
を提出受注者

発注者 対象材料毎に確認

第1段階 ： 妥当性確認

第2段階 ： 乖離程度確認

※実勢価格の単価（単価合意比率考慮）

+30％以内か？

発注者 購入金額の決定



単品スライド条項の対象判断

1. 単品スライドの対象判断について

「品目毎の変動額」 が請負代金額の１％を超えるもの

（参考資料）国：単品スライド条項の

運用に関する説明資料

（徳島県独自に弾力的な運用）

対象品目の区分に注意！！

請負代金額とは、基本的に「最終的な請負代金額」

既済部分検査実施、支払い完了している場合は請負代金額から控除



単品スライド条項の対象工事

1. 対象工事

残工期が 「1カ月以上」 あるすべての工事を対象。

2. 対象品目および材料

（参考資料）国：単品スライド条項の

運用に関する説明資料

（徳島県独自に弾力的な運用）

※1.国土交通省は「2カ月以上」
※1

市場単価・土木工事標準単価のうち

材料費を分離できる場合は対象となる。

例えば、【 市場単価 】の場合

・吹付枠工＜モルタル・コンクリート＞

→ 材料分離不可

・鉄筋挿入工（ロックボルト）＜鉄筋挿入工＞

→ 「鋼材類・コンクリート類」の分離可能



単品スライド実施フロー （受注者の購入金額を採用する場合）

主要資材の価格高騰
（契約金額が不適当とおもわれるとき）

単品スライドの請求「様式1」 請求期間内であれば
協議開始日を通知
協議開始日通知「様式2」

「様式1」主要な工事材料の著しい変動に伴う請負代金額の変更請求について
「様式2」徳島県公共工事標準請負契約約款第２６条第８項に基づく協議開始日につ
いて（通知）
「様式3」主要な工事材料の著しい変動に伴う請負代金額の 変更請求について（協
議）
「様式3-1」請負代金額変更請求額計算書
「様式4」徳島県公共工事標準請負契約約款第２６条第５項に基づく請負代金額の変
更について（協議）
「様式5」承諾書
「様式6」徳島県公共工事標準請負契約約款第２６条第５項に基づく請負代金額の変
更について（協議）
「様式7」徳島県公共工事標準請負契約約款第２６条第５項に基づく請負代金額の変
更について（協議）
「様式7-1」徳島県公共工事標準請負契約約款第２６条第５項の対象材料内訳表様式2を受け、スライド額算定

（変更請求書、計算書）

変更請求書「様式3」
請求額計算書「様式3-1」

証明書類（出荷伝票、納品書など）

様式3－1を参考にスライド額を算定

「資料1」単品スライド額算定表【受注者の購入金額を用いる場合】
「資料2」単品スライド額算定表【受注者の購入金額を用いる場合】

R4.7.1適用 単品スライド運用改定より
※スライド額算定は「受注者の購入金額」を採用

単品スライド額算定表「参考資料」

スライド金額が変更契約金額
1％以下 ： 変更不可「様式4」

1％超える ： 変更協議「様式6」

スライド額を計上した変更契約実施
（※精算変更と同時施行可）

請求期間は工期末の

「1か月前」に緩和

徳島県
独自



例：単品スライドの手続き

受注者

主要資材

スライドの請求が提出 発注者 （確認） 請求期間が工期末の「1か月前」か？

＜例：請求日（R8.7.28）の場合＞

YES No

原則、対応不可「様式2」により協議開始日を
受注者へ通知

「様式1」を発注者へ提出

受注者へ

（留意） 7日以内に通知



例：単品スライドの手続き

受注者

主要資材

実勢価格に基づく

変更後の金額による請求の場合

発注者 （確認） 請求期間が工期末の「1か月前」か？

YES No

原則、対応不可「様式2」により協議開始日を
受注者へ通知

「様式3」を発注者へ提出

受注者へ

（留意） 7日以内に通知



1. 全体スライド （徳島県公共工事標準請負契約約款 第26条第1項～第4項）

変動の要因 ： 国内の経済状況の変化に伴う、工事全体の「賃金水準」や「物価水準」の変動

適用条件  ： 契約締結日から12ケ月が経過していること

    変動額が残工事金額の1％を超えること

スライドの請求が提出発注者

請求日（R8.7.1）の場合

YES No

「様式1」を発注者へ提出

例：単品スライドの手続き

「様式3、3-1、証明書類」受領後、スライド額を確認

【第1段階】 対象材料毎に確認

※市場取引価格の確認として、2者以上の見積り

この場合は
こちらを採用

※対象材料が現場に搬入された月の物価資料の価格

①変動後の実勢価格および単価

①と②の品目毎の合計金額を比較し、安価となる方にて変動額を算出する。

先ほどの例では、

①変動後の実勢価格および単価

②実際の購入金額

23,500×６50+25,500×４00＝ 25,２６５,000（税抜）

23,300×６50+25,300×４00＝ 25,265,000（税抜）

②実際の購入金額が最も安価であることを確認

2,225,575－500,000＝
1,725,575（税込）
1,568,705（税抜）



例：単品スライドの手続き

受注者

主要資材

スライド金額が変更後契約金額の１％を超える場合
発注者

受注者との協議後、

スライド額を計上し変更契約を実施

YES No

原則、対応不可「様式2」により協議開始日を
受注者へ通知「様式６」にて受注者と協議

受注者へ

（留意） 7日以内に通知

清算変更と単品スライドの変更は

同時に実施も可能。



単品スライド ： 間接費が『対象外』

単品スライド条項の請求は、

工期内で必要な協議期間及び契約変更手続きに要する期間が確保できるよう留意。

協議開始から協議終了までは14日間を確保するのが一般的であるが、

工期末の直近で請求があった場合は協議期間が確保できない場合も考えられる。

協議期間については、受発注者協議の上、適切に措置する必要がある。

中東情勢の変化による設計変更について

■中東情勢の変化による建設資材の流通状況を踏まえた設計変更等に係る運用について

本要領に基づくナフサ由来の材料の価格高騰等に対する措置は

これまで説明してきた〈スライド条項（単品スライド等）〉の対象外となる。

異なる点は、

ナフサ由来特例 ： 間接費が『対象』

材料費を計上し、「単品スライド増額」として対応。

（工事費の１％を差し引いた差額が対象）

代替品の調達などの見直しにより「別途調達」が必要となった場合

設計変更の対象として扱い、間接費の対象となる。

（本要領に基づく設計変更は工事請負契約約款２６条の対象外）



単品スライド条項の請求は、

工期内で必要な協議期間及び契約変更手続きに要する期間が確保できるよう留意。

協議開始から協議終了までは14日間を確保するのが一般的であるが、

工期末の直近で請求があった場合は協議期間が確保できない場合も考えられる。

協議期間については、受発注者協議の上、適切に措置する必要がある。

中東情勢の変化による設計変更について

■ナフサ由来とは

ナフサとは、原油を精製して得られる石油化学製品の基礎原料のこと。

つまり「ナフサ由来の建設資材」とは、プラスチック、合成樹脂、合成ゴム、塗料、接着剤など、

いわゆる「石油を原料として作られている化学系・樹脂系の資材全般」を指す。

中東情勢の悪化により原油の流通が滞ることで、直接的に影響を受ける資材のこと。

■ナフサ由来 資材例

塗料・溶剤  : 塗料用シンナー、鉛・クロムフリーさび止めペイント

管材（プラスチック） : 硬質ビニル管（VP管等の塩ビ管）

防水・目地材  : 建築用シーリング（コーキング材など）

特殊シート  : NATM工法用シート（トンネル工事等で使う防水シート）

■設計変更対象の判断方法

一律に定義することは困難であることから、カタログや成分証明書等による証明ができれば

特例措置「設計変更」の協議対象となる。



ご清聴ありがとうございました
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